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新東京国際空港 アタセス関連高速鉄道に関す る調査報告書

1.調査の背景と委員会の検討方針

新東京国際空港 と都心を結ぶ良質な鉄道アタセスの整備は長年の懸案であった

が、その解決策 として企図された成 田新幹線は、諸般の状況か ら一部の限定 され

た範囲で工事が進め られているに止ま り、完成の 目途が立たないといって過言 で

はない。一方、千葉県北西部の開発の進捗に伴い、通勤・ 通学輸送の足の確保が

緊要の課題 とな りつつあ り、 このため現在進め られている鉄道の整備 とあわせ空

港アタセスを解決することが現実的ではなかろ うか とい う考え方か らいわゆる成

田新高速鉄道の構想が 出されてきた。近時では、実現可能性の高い現実的な案 と

して、参考資料に掲げた、いわゆるA案、 B案又は 0案 と称される具体的な鉄道

整備案が関係者か ら提唱されている。

鉄道の整備にはかなりの歳月と莫大な投資を要 し、さ らにいつたん整備 された

鉄道は長期にわた り利用されてい くものであるか ら、その計画決定に際 しては充

分な検討 と見通 しが必要なことは言 うまで もない。 この ような観点か ら、現段階

において実現の可能性が高い として関係者か ら提唱され、相競合す ると考 え られ

る 3つの鉄道整備案について諸 々の角度か ら比較衡量を行い、各案の評価を行 う

よう要請を受け、本委員会が昭和 56年 5月 に設置されることとなった。

本委員会は、発足以来ほぼ 1年間にわたる調査、審議を行い、 ここにその取 り

まとめを行 うに至 つた ものであるが、取 りまとめを行 うに際 し、委員会の基本的

立場を次の ように整理 した。即ち、現実に鉄道の整備 を行 うに際 しては全 くの自

紙か ら出発することはあ りえず、特に本件鉄道構想に関連しでま、利害関係者は多

岐にわた り、また関連する鉄道計画の許認可や建設が 進捗 し、 これ らを前提 とし

た諸 々の事実のつみ重ね も相当なものがある。現実の政策決定にあたつては、こ

の ような事情を無視できない と考えるが、委員会 としてこれに介入できる範囲、

程度には限度が あり、また委員会の性格か らみてこの問題に関与することが適当

ともいい されない。従つて、本委員会 としては、基本的には過去の事情は掛酌 じ

-1-



ないこととし、必要 に応 じ問題の所在を指摘す るに止めることとす る。また、国‐

家財政の再建が最大の政治課題 となつている状況か ら工事規模、就中所要財政資

金の大小等 も実現可能性に影響を及ぼすであろ うし、国鉄の危機的状況や都営地

下́鉄等の経営状況 もこれに関係 なしとしないであろ うが、 これ らについて も本委

員会 としては配慮を加えない。また、提示された 3案についてはその基本的な構

想を所与の ものと して扱 うこととし、以上のような前提の もとに各種の角度か ら

検討を行 つた結果を提示す るものである。
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2 鉄道整備の緊要性

本委員会の検討課題は、新東京国際空港 と都心を結ぶ良質な鉄道 アタセスの確

保 と千葉県北西部の開発に伴う都心への通勤・ 通学輸送の確保 とい う2つの課題

を解決す るための実現可能性の高い鉄道整備案の具体的検討であつた。

新東京国際空港 は、い うまで もな く、世界に開かれた 日本の表玄関であるが、

都心か ら70臓を隔てた地に位置 してお り、その空間的距離を埋め、同空港の役

割を充分に発揮させ るためには、良質の空港 アタセス対策に万全を期する必要が

ある。

現状においては、同空港の入場規制等 もあつて、開港当初懸念されたアタセス

容量の不足、 とい う事態には立 ち至 つていない ものの、良質の大量公共輸送機関

が整備 されているとはいい難 〈:こ の ことは一面で「 不便 な空港 」との評価 を受

け、また輸送の面では定時性の確保が困難で信頼性の低い道路交通に大幅に依存

す る状況にあ り、良質 な鉄道アタセスを整備す ることは、同空港の利便性を向上

させ るうえか らも、また、 エネルギー、環境対策上か らも必要 と考え られる。

さ らに、道路交通に関 しては、湾岸道路、東関東 自動車道の整備等が進んでい

るものの、そのネ ッタは現状において もかな りの混雑状況を示 している都心部に

あると考え られ、今後その改善が図 られる確実な見通 しが得 られない一方で、 自

動車交通は今後 とも増加 してい くてあろうか ら、大幅に道路交通に依拠 している

現在の空港アタセスは早晩行 さ詰つて くることが予想され る。

国際航空旅客は年 々着実に増加をみてお り、また、近い将来燃料輸送問題や保

安対策上の観点か らの新東京国際空港の運用制限が撤廃されてい くであろ うこと

も考慮す ると、早急に良質の輸送サー ビスを備えた鉄道の整備に着手 してい く必

要があると考え られる。

一方、首都圏にわける住宅問題は、依然、緊要かつ切実な問題であるが、千葉

県北西部において、千葉 ニユータウン、成田ニュータウン等の大規模宅地開発が

進展 しつつある。 しか しなが ら、これ らの地域 と都心 とを結ぶ鉄道網は不備 とい

わ ざるを得ず、今後 これ らの宅地開発の進捗に伴い、通勤 0通学輸送の足 として
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の鉄道を早急に整備 してい く必要がある。

3.各 案 の性 格

本委員会が検討 した 3案のうち、機能の面か らみると、A案及びB案は空港ア

タセスと通勤・ 通学輸送の両機能を有 し、 C案は空港アタセスとしての機能を果

す ものと考え られる。また、次項で触れるように、 C案は、空港、都心間の所要

時分が 1時間を越す等、そのサービス水準か らみて中長期にわたる良質なアタセ

スとぃぅには問題がある反面、A案、 B案 との比較においては、工事費の規模は

小さく工期 も短い等、A案及びB案とはかなり隔たりがある。従つて、本委員会

では、当初 A、 B、 03案を並列の案として同列に検討 したが、検討の結果、 0

案については、 A、 B両案とは別個の考え方をする必要があると考えた。その内

容については後述する。
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各案の項 目別評価

(1)サ ー ビス水準

。 所要時分……空港、都心間の所要時分は、特急でみて、 A案は 45分 (通

勤 ラッシュ時 55分 )tB案 東京駅 47分 (通勤 ラッシュ時 58分 )、 京成

上野駅 44分 (通勤 ラッシュ時 56分 )と 大差 な く、東京駅 (B案では東京

駅及び京成上野駅 )か ら空港 ′― ミナル ビル直下まで、乗 り換えな しに直結

す ることが可能 とな り、現在の京成スカィライナー (京成上野、空港駅 60

分、空港駅でバス乗換えて 10分、計 70分 )、 リムジンパス (箱崎、空港

ター ミナル ビル ダイヤ上は、下 夕65分、上 り70分 )と 比較 して所要時分

の短縮が可能である。 C案は特急 68分 (通勤 ラッシュ時 73分 )に止 まる。

なか、特急以外に、各案とも快速 (A案及び0案 )な い し慧行 (B案 )、

及び普通の列車運行を予定 しているが、快速ないし急行の空港～都心間の所

要時分は、A案 67分 (通勤ラツシュ時 73分 )、 B案東京駅 64分 (通勤

ラッシュ時 7ρ 分 )、 京成上野駅 74分 (通勤ラッシュ時 74分 )、 0案 8

7分 (通勤ラッシュ時 89分 )が可能である。

0 運行頻度……列車の運行頻度も空港アタセスを考える上で重要な要素の一

つであるが、特急については、輸送需要等を勘案して、A案は 1時間 2本 (通勤

ラッシュ時 1～ 2本 )、 B案は 1時間 3～ 4本 (東京方 2～ 3本、京成上野

方 1本 )(通勤ラッシュ時は 3本、 うち東京方 2本、上野方 1本 )と した。

しかし、両案においては、通勤、通学輸送等との調整を取つたうえて、若干‐

の増発も可能と考えられる。
中
c案は 1時間 1本程度が運行されることになろう。

。 ′―ミナル…・・L空港方は各案とも空港ターミナルビル直下の地下駅を使用

する。

都心方は、A案東京駅 (新設 )、 B案東京駅 (新設)及び京成上野駅、 C案

東京駅であり、C案を除き、 A、 B画案とも特急専用ホームの扱いが可能である。

都心夕■ミナルにつき、現在の東京駅からのアクセスを考えると、距離的に

はA、 B両案ターミナルはほぼ同じであるが、旅客の流動経路についての設
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計の 自由度 と利便性については、階層差 (A案地下 5階、 B案地下 3階 )は

あるものの、 A案がやや有利 といえ よう。ただ、東京駅 1点集中型で よいか

とい う問題 もあ り、本委員会の行 つた需要予測の結果では 2つの ター ミナル

を有す る B案の方が利用人員が多い とい う結果 となつた。なか、 B案の京成

上野駅については、 京成上野駅の改 良等により他鉄道等 との乗 り継 ぎの便を

高め、利便性の向上を図ることが睾ましいとの意見があつた。

空港か ら遠隔地にある都心方ターミナルの機能を考えた場合、各種設備が

充実 していることが望ましいことはいうまでもない。メーミナル設備として

航空利用客のチエツタイン施設、鉄道駅～空港間の手荷物託送のための施設、 書 1髪

待合室等の設備、タクシー・ベイ、駐車場等自動車との乗継施設等を完備する   i

ことを考えた場合、A案は駅構内に相当のスペースがあり、チェッタイン施

設、待合室等の設置が可能であり、タクシー・ ベイ、駐車場等自動車との乗

継施設は近隣の国鉄用地の活用が可能である。 B案の東京ターミナルにはス

ペースの余裕が少なく、これ らの諸設備の完備が必要であればターミナルビ

ルを駅周辺に設置 しなければならないが、敷地の入手について問題がある。

この点については、国鉄用地の活用ない しA案ターミナルスペースの併用

の方向で考えるべさだという意見があつた。この場合には、地下駅とターミ

ナルを結ぶ地下道について、さらに詳細な検討を深める必要があろう。C案

については、チエックイン等のための設備は予定していない。        Ct'
ター ミナル施設の一つ と してのチェックイン施設については、意見を聴取

した航空関係者は、世界の他空港の動向等からみて もチェッタイン機能は空港

に集 中す る傾向にあ り、都心 にチ ェッタイン施設を分散させ ることは非効率

てあるとして消極的であつたが、 これ らの点と、旅客の利便 も考慮 しつつ慎

重に検討すべ きと考え られ る。また、手荷物託送のための施設については、

航空利用客を手荷物か ら解放す ることは、空港アタセスの利便性を飛躍的に

向上 させ る有力な方途であ り、その解決策として鉄道駅 と空港 メー ミナル間

の手荷物託送制度を鉄道側で用意す ることとし、施設整備を行 うことも一案
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である。ただ、利用者の鉄道駅までのアタセスを考慮すると、自宅～空港タ

ーミナルまでの一貫したシステムを考えた方がより根本的な解決策となると

考え られ、現にこのようなサービスを提供する運送業者 も存するところであ

り、将来の方向としては、自宅～空港′―ミナルを通 じ、重くかさばる手荷

物と旅客は分離するシステムに進むことも考えられる。

O 通勤・ 通学客の混雑率……最大輸送力を設定 した場合、各案の最混雑区間

におけるラッシュ 1時間の混雑率は、輸送需要予測を行つた最終年度である

75年度においてA案 224“、 B案 217多、 0案 241%程度となると試

算され、一応輸送力的には各案とも75年度までの対応は可能であると考え

られる。

0 空港アタセスの快適性。,‐ 1・空港アタセスとしての鉄道は、世界と日本の接

点である空港に到着 した外国人旅客が我が国に対する印象を形成するうえで

大きな役割を果すものであり、でき,る 限り快適、かつ好印象を与えるもの

であることが望ましい。その点で各案とも、空港地下駅を出発し、北総台地

を通過するまではともか くとして、景観が良好とはいえない住宅密集地を通

過することとなり、また、都心では地下ルー トを経て都心′一ミナルに至る

が、地下部分での通勤列車との並行ダイヤによるスピー ドダウンや地下の圧

迫感を考えると必ず しも理想的なものとはいえない。このことは、我が国の

国土、都市構造か らやむをえない面もあるが、車両のアコモデーションをは

じめとし、快速性を高める工夫が必要である。

(2)計画の技術的実現性、工期及び工事費

0 技術的には 3案とも実現可能であり、特にO案は難工事個所等も存せず容

易である。                 ｀

A案、B案には市街地内の用地買収、施工等それぞれい くつかの難工事個

所が存するが、解決可能と考えられる。なお、B案については、高砂附近に

おける道路との平面交差を存置する前提となつており、本委員会は同道路の

都市計画における位置づけ、及び高砂駅における列車運行方式の工夫により
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踏切支障時間に大 きな影響を与え ることな く列車運行本数の増加を図ること

が理論的に可能であることを考慮 して、 これをやむ をえないと考えたが、な

お危惧す る意見 もあつた。

工期的には、物理的には 58年度に着工すれば、 A案、

C案は 60年度末には完成可能 と考え られる。

また、工程に変動を及ぼす要因 として、近時施行 された東京都・ 千葉県の

環境 アセス メン トの手続、 A案についての鉄道敷設法の改正等があるが、工

期算定にあたつてこれ らに要する期間等は配慮 しなか つた。

。 工事費につい ては、各案を構成す るルー トの中には、本件構想 とは別途の

観点か ら工事が進められてい るもの も含 まれ るので、投資効果の分析にあた

っては、本件構想のために必要な投資額を整理 してお く必要がある。かかる

●

意味での新規投資額については判断基準の如何 で大 き く変動する
‐
のであ り、

明確には規定しがたいので、本委員会では検討上の並提条件として,本構想
事 ホ

とは別途の観点か ら事業者が既に工事 に入 つているものを除外 したケース

(以下、「新規投資額ケース 1」 という。 )と 、さらに、未着工でも事業者

が本構想 とは別途の観点から必要 と考え計画 してい るものを除外 し、事業者

が新規投資と考えているものに近いケースぞ独下「新規投資額ケース2」 と

IiLi[11:[lFi[[1菫 IIi言 :ili轡 [Li[:iLiこ   く
:

事はいずれの案も引継 ぐものとして、新規投資として取 り扱 うこととした。  ・
:

新規投資額ケース 1では、 A案約 a100億 円、 B案約 2700億 円LC案   ‐
:

約 700億 円 (いずれも56年価格 )と、新規投資額ケース 2ではA案約 2

300億 円、 B案約 1,900億 円、 C案約 700億 円と試算 され る。

なお、各案の未竣工区間の既投資額を含む工事費及び今後着工を坐量ます

る区適2工事額を合計し上ェ豊豊錮 ま、A案約二400億円、

00億円、 C案約 700億 円 と試算 される。

中 (注 )事業者の計画による力、許認可で判断するか、事業者の計画について

-8-
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は区間によりその成熟度が一律ではなく、また、変更可能性がないとい

いされないがどう評価するか、許認可についても状況の変化に伴う変更

可能性を考慮 しなくてよいか、また、建設 方法につ い て例えば改軌に

よるか新線建設によるかにより工事費が変動するが、どのような前提を

おいて考えるか等々の問題がある。

韓 (注 )新規投資額ケース 1では、A案は東京～新砂町 (京葉線との共

用と仮定 し、A案ルー トを運行する列車がこの'区間を使用する割合二概

ね 5割 ―を計上 )、 西船橋～新鎌ケ谷～小室、千葉ニュータウン中央～

印藤松虫～土屋～空港の新設費用と小室～千葉ニュータウン中央の改軌

費用、 B案は、東京～江戸橋、京成高砂～新鎌ケ谷、千葉ニュータゥン

中央～印磨松虫～土屋～空港の新設費用と既設線の改良工事、C案構成田

～土屋～空港を新規投資と仮定した。

ホ韓 (注 )新 規投資額ケース 2では、A案は西船橋～新鎌ケ谷～小室～

千葉ニュータウン中央～印磨松虫～土屋
.～

空港の新設費用、 B案は東京

～江戸橋、印磨松虫～土屋～空
‐
港の新設費用と既設線の改良費用、C案

は成田～土屋～空港を新規投資と仮定した。

(3)ル ー ト構成上の問題及び運営主体

。 A案については、小室～千葉ニユータウン中央において建設中の住宅・ 都

市整備公団線 (1期線 )を 改軌してA案ルニートの一部として組みこむことが

当面の同区間の輸送量か らみる限りでは現実的と考えられる。この場合、同

公団 2期線 (千葉ニュータウン中央～印霧松虫 )は A案ルー トの一部として

:着工されることになるが、これ らについての買収の成否は経営当事者の主体

的:判断にまつところであり、本委員会では立ち入らないこととした。なお、

これ らとあわせA案ルー トが千葉県営鉄道ルー トの一部を使用することか ら

都営新宿線 (10号線 )と の乗 り入れが計画されている千葉県営鉄道の実現

に支障を及ぼ し、ひいては都営新宿線 (10号線 )の経営に影響を与えるの

ではないかとの意見があつた。
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また、 A案の場合、新鎌 ケ谷～小室については、現在、北総開発鉄道が営

業中であ り、輸送容量的には同線を買収・ 改軌 して A案ルー トに組み込む こ

とも考え られ るが (改軌のための工事額〔約 40億 円、 56年 価格 )、 同社

は高砂で京成電鉄線に乗 り入れを行い、都心～高砂～小室を一体的に運営す

ることを前提としており、 この ような扱いは同社の基本営業方針に係ることか

ら、同区間については同社線 とは別途の新線を敷設することとして検討を行

った。 この場合において も、地方鉄道軌道整備法に よる同社に対す る補償問

題が生ず ると考え られるが、その内容には立 ち入 らないこととした。

なか、新鎌 ケ谷～小室間を 3線軌条方法 とする案 も検討 したが、工事費は

新線建設に比 し割安であるが、運営 コス トの増大を考慮す ると得策 とはいい

難 く、 まな 到達時間の延長や運行本数の制約等によるサー ビス低下が不可

避であるので、適当 とはいい難い と考 えられ る。

0 運営主体については、 A案及び 0案は国鉄、 B案は相互直通方式に より都

営、京成電鉄、北総開発鉄道、住宅・ 都市整備公団、第ニセクターがあたる

との前提をおいたが、 B案の空港直通特急 (ラ イナー )は、第ニセタ ターが

統一的に管理・ 運営す る方式で検討を行つた。 B案ルー トについては、民鉄

5社の共同運営になるので、需要に即応 したダイヤ改正や事故時の応急体制

が適切に実施 されてい くか懸念が:残 る。 この点で各社の連絡調整体制を密に

し、運営の円滑化を確保す る実務面での配慮が必要 となろ う。なか、第ニセ

タターについては、主 として空港アタセスを分担す る会社であること、経営

が安定す るまでにかな りの期間を要す ると考え られることか ら、経営基盤の

強化を図るため資本構成や助成について格段の配慮をすべ きではないか との

意見があつた。また、A案の うち、住宅・ 都市整備公団が免許を有す る小室

～千葉ニユータウン中央～印藤松虫については、改軌の うえ経営主体を存置

して国鉄 との間で直通乗 り入れを行 う方式 もあり得 ようが、 これについては

検討を行わなかつた。

,IC
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(4)各案の flj用慶

0 本委員会が試算 した需要予測の結果、空港 アタセスとしての空港関連旅客

は 66年度 自動車等を含む全交通機関の上 り片道 1日 当 りでみて 4万 2千人

と予測され るが、 この うちA案ができた場合、 A案ルー トを利用す る旅客は

1万 3千 人、 B案がで きた場合、 B案ルー トを利用する旅客は 1万 8千人、

C案がで きた場合、 C案ルー トを利用す る旅客は 7千人 と予測され、同 じよ

うに 75年度についてみると、全交通機関上 り片道 1日 当 り、 5万人のうち

A案 が で きた場 合 ム案ルー トは 1万 6千人、 ■案がで きた場合 B案ルー ト

は 2万 2千人、 C案ができた場合 0案ル ,卜 は、 9千人 と予測され,る 。

中 (注 )従 業員を除いた航空旅客、送迎人、見学者の計

0 千葉ニュータウン、成田ニュータウン等の千葉県北西部か らの通勤 :通学

旅客等については、新鎌夕 谷への片道 1日 あた りの流入断面でみて、A案が

で きた場合のA案ルー ト、 B案ができた場合の B案ルー トいずれ も66年度

7万 5千～ 8万人、 75年度 12万～ 12万 5千人程度 と予 nllさ れ る。 C案

については空港の従業員輸送を除 き、ニュー′ウン旅客輸送には殆ん ど影響

がないと考え られ る。

なお、各ルー トの最混雑区間は、 75年 度で 1日 片道あた りでみてA案は、

新砂町流入断面、 35万人 (京葉線、蘇我方面か らも流入 )、 B案高砂流入

断面 24万人、 C案西船橋流入断:画 53万人 と予測された。

(参考 )需 要予測は空港関連旅客 と通勤・ 通学客等 (ニ ユータウン沿線

か らの通勤・ 通学等の輸送及び空港関連の従業員輸送 )と に分けて算定

した。前提 となる人 ロフレームは厚生省人 口問題研究所の集中値をコン

トロール・ トータルとして使用、千葉ニュータウンは 75年度に 24万人

とい う仮定を岬 した。また、国際航空旅客について も 1日 当 り乗降客は

66年度 4万 6千人、 75年 度 6万 5千人 と予ullし た。

(5)投資の収益性

投資の収益性について、各案共通 の運賃・ 料金水準、経営原単位を使用 して

″
電

■ヽ
．“
〓
一．一一一・・、一・̈
一́

，
一
一“
、一一・
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新規投資を行 つた ことに よる輸送量の増に対応す る収入 と変動経費、投資に対

応す る補助 と資本費負担を算定 し、収支を試算 して比較評価を行 つた。 なか、

運賃水準は物騰 と同 じ各年 5%ア ップを仮定 したが、経営内容に関係な しに毎

年改定す るとい う点及び資本費 コス トを含めた経費全体のコス トア ツプは 3多

程度になるとい う点を考慮すると実際には若干試算 より悪化する可能性 もあろ

う。

新規投資額 ケース 1に ついては、 A案、 B案 とも概ね開業後 10年で累積資

金不足が解消す るが、 C案の累積資金不足解消は開業後 30年程度 となる。

新規投資額 ケース 2については、 A案は概ね 5年、 B案は概ね 10年で累積  り:I

資金不足が解消するとい う結果 となつた。 C案についてはケース 1と 同一であ

る。

いずれのケースについて も、 A案及び B案は、投資の収益性があるプロジェ

タ トと考え られる。

(6)投資の費用 と便益効果

投資の効果を評価す る方法 として、各ルー ト開設に よる時間短縮を金額換算

し、現在価値に より30年間累計 した ものを便益 と考え、 これと投資額及び運

営費の合計額 とを比較 した。

新規投資額ケース 1で はA案は費用の約 5倍の便益、 B案は約 4倍の便益 と

なり、便益が費用を上廻 ったが、 C案は費用が便器を上廻る結果 となつた。

新規投資額 ケース 2では、 A案、 B案とも費用の約 2倍の便益 となり、便益

が費用を上廻 つた。 C案についてはケース 1と 同一である。

いずれのケースにおいて も、 A案及び B案は費用 と便益の比較において投資

効果があると考え られる。

ホ (注 )運 営費については、 各案共通の原単位を使用 して算定 した。

(7)均衡のとれた鉄道網の形成

0 関連鉄道事業者の計画、都市交通審議会 15号答申との関連については(3)

のルー ト構成上の問題で触れた ように、 B案及び 0案については格別の問題

C
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はないが、 A案については 10号線 (都営新宿線、千葉県営鉄道、住宅・ 都

市整備公団線 )と の競合が生 じよう。

。 千葉県 と都心 とは、総武線、京成電鉄線、北総開発鉄道線高砂経 由京成電鉄

線、 5号線 (営団東西線及び東葉高速鉄道悌線 )、 京葉線のル‐ 卜で結ぶ交

通網を想定 したが、 75年時点てみて、 A案の場合には総武線、京葉線の輸

送需要が大 きくな り、さ らにそれ以降これ らの輸送力増強投資が必要になる

と考え られ る。.な お、北総開発鉄道・線はその輸送容量が充分に活用され ない

.状況になろ う。

B案、 C案においては、概ね 北総開発,鉄道線と京葉線の「輸送量がバランス

し、また、総武線の負荷が若千軽減され る。 この場合、1北総開発鉄道線の輸

紳 らヽさらに将来には輸送力増強が必要 となろ うが、そ の際 には都交審ル

ー トである 10号線 を整備する (全ルー ト免許済み ).こ とが考え られ る。

なか、現在、貨物線 として整備 が進め られている京葉線は都心乗 り入れを

含め旅客化 して開業 との前提で需要予測を行つたが、京棄線開葉前の 61年

度の予測では総武線の輸送量が 1日 当 夕56万人 (西船橋 日、 54年度では

1日 32万 7千人、最混雑区間の錦糸町～市川で も 1日 41万 7千人 )に も

達す ると推計され、京葉線の開業が総武線の混雑 緩和に不可欠であり、 また、

これがない場合、C案ルー トヘの特急運行への支障が懸念される。

中 (注 )こ のほか、 10号線ルー ト(都営新宿:線 、千葉県営鉄道線 )も

考え られるが、本委員会の検討では、75年度まで千葉県営鉄道は完成 し

ていないとの仮定をおいた。

縛 (注〕 総武線の ラッシュ 1時間の乗車効率は、 55年 1■ 月快速 24

3"、 緩行 263多

181 事業運営の面か らみた収益性

0 各案の事業主体の側か らみた収益性について、それぞれの事業運営主体に

即 した助成、運賃・ 料金、経費等を考慮 して各案ルー ト全線の収支予測を行

うと、 A案は開業後概ね 10年で累積資金不足解消、 B案は、同ルー トを構

■
亀

一113=



成す る 5経営主体の合計で開業後概ね 10年で累積資金不足解消 (第ニセク

ターを除 く4社は開業後概ね 5年以内、第ニセタターについては開業後概ね

20年 )、 C案については、同ルニ トの殆んどを占める東京～佐倉の総武本線

の収支を反映 して (53年 度収支係数 83)開 業初年度 より利益を上げると

い う試算結果を得た。

(9)他事業者に与える影響                     '

各案の:経営が他の事業者に与える影響については、 A案は通勤 0通学輸送の

面において、北総開発鉄道をは じめ、京成電鉄、都営 (新宿 (10号 )線 )、 新京

成電鉄、東武鉄道 (野 田線 )の各民鉄事業者にかな りの打撃を―与えることが予 ・

想される。本委員会の予測では,A案 の開業す る 66年度において、 これ ら5´

社の輸送量 (北総については高砂、新鎌ケ谷の 2期線が開業 している前提 )は

A案ルー トの うち西船橋～空港が存 しない場合とA案ルー トが開通 した場合の

予測数値 と比較 して、人キロペースで 3割程度減少する推計結果 となつた。な

かで も北総開発鉄道 の輸送量は半減す ることが予想され、地方鉄道軌道整備法

に よる補償の問題が生す ると考え られるが、その内容には立 ち入 らない ことと

した。

また、空港関連旅客輸送については、京成 (ス カイライナー )、 リムジンパ

ス等に相当の打撃を与えることが予想される。

B案については、 B案ルー トの うち印磨松虫～空港が存 しない場合 とB案ル

ー トが開通 した場合の予測数値 と比較 して B案の開薬する 66年度において通 ヽ

勤・ 通学輸送の面では各社別に若干のプラス・ マイナスはあるものの上記民営 '

5社の輸送量合計では微増 とな り、また、国鉄の輸送量も殆んど変化せず他事業

者に与える影響は大 きくない。空港関連旅客輸送 の面ては リムジンパス等に相

当の打撃を与え ることが予想される。

なわ、 B案の場合、現行のスカイライナーはすべて B案ルー トに移行 し、第

二十タターが一元的に運営す るものと仮定 したが、 この場合、移行にあた り、

京成スカイライナ‐車両、要員等の活用が図 られることに より京成電鉄に与え
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る影響はさほど大きくないものと考えられる。

C案についてはニユータウンか ら発生する通勤・ 通学輸送の面では他事業者

に影響は殆んどないと考えられる。空港関連旅客輸送の面では京成スカイライナ

ー、 リムジンバス等に影響を与えるが、その程度はA案、 B案と比較すると軽

微と考えられる。なか、千葉県下か ら空港への従業員輸送等京成電鉄の在来車

による輸送への影響の有無については、それが大きなものではないと考えられ、    |

またデータの制約もあつたため深い検討lt行わなかつた。             |

事(注 )規 模は小さいが、京成空港駅～ターミナルビルの間の輸送を行う    |

成田空港交通への影響も当然出てくる。また、 リムジンパスとの関連にお    |

いて東京シティエアタ,‐ ミナルの運営に影響を与えることも考えられ よう。   |

レ   《[

登 _

多

に

日

富

こ
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ま  と  め          '

o 以上のことか ら、サ‐ ビス水準、投資の収益性、費用効果む便益等か らみて

中・ 長期の将来にわたり空港アタセス及び千葉県北西部の開発に伴い発生する通

勤・ 通学輸送に対応できる案としてはA案又はB案のいずれかと考え られる。

o しか しなが ら両案とも都心～空港までの全減開通には相当の長期間を要 し、

それまでの間ヽ現状の輸送手段で対応可能か否かについでは蓑間の存するとこ

ろである。この場合、短期間の工期で完成する
10案を暫定案 として位置付け、

そ
‐0遷番を検討することが考え られ:よ う。なか、C案についてこのような扱い

を したとき、京成空港線の空港 ターミナルせルヘσ延伸をD案として比較検討・

すべ きとする意見もあつ・だがヽ本委員会は検討対象としなかつたo

o 本委員会は、A ttB案及び0案を同列の案として比較評価を行う前提で調査

を行つてきたものであり、 C案を暫定案として位置付けた場合の評価について

は、補足的に検討を行 うに止めることとした。その結果、 C案の投資額ないし

は資本費負担を暫定開業に必要な範囲 (具体的には単線分 )に 限定すれば、運

賃・ 料金水準如何で投資の収益性も図ることが可能となり、また、既に建設さ

れている空港地下駅等の早期活用が図られる等のメリットが生じることが考え

られる。

反面、 C案を暫定案として整備することについては、現状の総武線は輸送容

量に余裕がなく、特急運行に支障を及ぼす懸念があることか ら、総武線の混雑

緩和のための京葉線の開業が必要と考えられ、また、A案又はB案の整備の時
こ

期との関連等についてさらに検討を深めるとともに、京成電鉄、 リムジンパス
ブ

等への影響について充分配慮 していくことが必要であろう。   ・

O A案又はB案のいずれを選択するかについては、各案の個別的評価の項でみ

たように、それぞれの評価項 目ごとに長短があり、いずれの要素に重点を置 く

かそ結論が異なつてくると考える。どの項目に重点をおくかは価値判断、政策

判断に深く係わることが明らかとなり、本委員会はその判断を無tは至らなか

つ た 。

-16-



一
〓
■
■
■
■
一■
〓
■
■
■

，■■
ｔ
●
■
一
ィ

，
■
■
■
・́‘
．．■
■一
■
一ョ
〓
“

て
　

通

　

ｏ

牟≪
艦
壌
■
．・ｌ
ｆ
・ヽ１
Ｆ̈ｉ
墟堪
ゴ

ヽ
　
　
ン
」

ヽ
　
い
　
討
　
　
　
査
　
て

ｉ
ｆ
ｒ
一■
■

…容

ｉ雑

時

‐ス

　

ち

Ｋ

疎

抄

し

運

さ

え

本委員会 としては、新東京国際空港の良質な空港 アタセス及び千葉県北西部

の開発に伴 う通勤・ 通学輸送のための鉄道の整備の緊要性にかんがみ、A案及

びB案のそれぞれについて、できるだけ多くの角度か らの比較衡量を行つてそ

の結果を明示するとともに、価値判断、政策判断にわたる問題に関しても配慮

すべきと考え られる事項を可能な限り指摘することにより、その選択が効率的、

がつ合理的になされるように配慮 した。なお、検討すべき点はあるが、この調査

結果が活用され、新東京国際空港と都心を結ぶ空港アタセス及び通勤・ 通学輪

送のための良質の鉄道の実現に資することとなれば、本委員会の大 きな喜びと

するところである。
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